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速報 令和5年度（2023年度）税制改正解説

資産課税 医業継続に係る相続税・贈与税の納税猶予等の特例措置の延長･緩和

1 ．改正の概要

2 ．適用時期

3 ．実務上の留意点

4 ．今後の注目点

持分なし医療法人への移行を引き続き促進するため、医業継続に係る相続税・贈与税の納税猶予等（相続人の相続

税の納税猶予、出資者間の贈与税の納税猶予、医療法人へのみなし贈与）の特例措置について、医療法の改正を前

提に、認定期限が2026年（令和8年）12月31日まで3年3ヶ月延長される。

また、更なる移行促進のため、移行計画の認定日から3年以内の移行期限が認定日から5年以内に緩和される。

⚫ 認定期限の延長については、医療法の改正が前提となるため、医療法の施行が遅れた場合、制度の空白期間が

生じるため、医療法の施行時期について注視が必要である。

⚫ 移行期限の緩和について、既存の認定医療法人で持分なし医療法人に移行中の場合も対象となるか確認が必要

である。

⚫ 認定期限については、現行の2023年（令和5年）9月30日から2026年（令和8年）12月31日に延長される。

⚫ 移行期限の緩和については、大綱上明記されていない。

⚫ 移行期限が緩和されたものの、認定医療法人を取得したが出資者との調整期間の不足等により、認定日から5

年以内に放棄の同意等を得られなかった場合は、認定医療法人が取り消されるため注意が必要である（再度、

認定を受けることはできない）。
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速報 令和5年度（2023年度）税制改正解説

【参考】 認定医療法人制度とは

認定医療法人とは、持分あり医療法人から持分なし医療法人への移行を意思決定し、移行計画について厚生労働大臣から認定を受

けた医療法人をいう。

「出資持分を相続等により取得した相続人」又は「持分放棄により価値移転をうけた残存出資者」について、一定の要件に該当する場

合には、相続税・贈与税の納税が猶予され、移行期限までに出資持分が放棄された場合には、猶予されている相続税・贈与税は免除

される。

認定医療法人の出資者が出資持分を放棄し、認定移行計画に記載された移行期限までに持分なし医療法人へ移行をした場合には、

医療法人が放棄により受けた経済的利益については、医療法人に対して贈与税は課されない。ただし、認定医療法人が、持分なし医

療法人へ移行をした日から6年を経過する日までの間に認定が取り消された場合には、当該医療法人を個人とみなして贈与税が課

される。
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